







































































































































































































































した土地及び同土地の上にある住宅用建物をO に同年7 月26日付で売買契約を締結し、同年8 月15
日に同物件の所有権移転登記を完了した。

























































































は1973年5 月17 日に当該物件をA から取得し、同年7 月26日にO に販売したものであるが、同年7
月31日に至ってÅの義兄K から所有権移転登記抹消請求の訴が東京地方裁判所に提起されている。
したがって、本物件の取得に関して問題があることは、当事業年度中に明らかになっており、そ
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